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第１編 川崎市排水設備技術基準 
 

 ５８川下管２第５８５号 

昭和５９年２月７日  

 

最近改正 令和８年１０月１日 ８川上下管保第１４９号  

          

 

第１章 総 則 
 

１ 目的 

この基準は、下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）、川崎市下水道条例（昭和３６

年川崎市条例第１８号）及び川崎市下水道条例施行規程（平成２２年水道局規程第５９号）に

規定する排水設備の設置及び構造に係る基準の詳細を定め、川崎市における排水設備の設置及

び構造の技術的統一を図ることを目的とする。 

２ 適用範囲 

『排水設備必携』は、川崎市における排水設備の設計施工及び事務取扱いに適用する。 

３ 排水設備 

排水設備は下水を公共下水道に流入させるための排水管及びその他の排水施設で、土地・建

物等の所有者、使用者または占有者が設置し維持するものである。（下水道法第１０条） 

下水道施設は、管路施設、これに接続する処理施設ならびにこれらの補完施設から構成され

るが、各家庭等からの排水を下水道に取り入れるための排水設備が完備され、公共下水道と一

体的に機能してはじめて下水道本来の目的が達成される。 

したがって、排水設備の設計基準、設置、構造等については、公共下水道と同様に十分な考

慮をはらう必要がある。 

そこで、排水設備の設置及び、構造等については、法令（下水道法施行令第８条）をはじめ

各種法規、並びに本稿に規定されている技術上の基準を遵守しなければならない。 

４ 排水設備の種類 

排水設備の種類は次のとおりとする。 

 

    屋内排水設備 
宅地内排水設備 

排水設備 屋外排水設備 
私道共同排水設備 
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(１) 宅地内排水設備 

ア 屋内排水設備 

屋内におけるトラップからますまでの汚水排水管、雨水排水管、通気管等及びこれらに

付属する設備（洗面器並びに水洗便所のタンク及び便器を含む。）とする。 

イ 屋外排水設備 

屋外におけるますから公共下水道に接続するまでの排水設備とする。ただし、し尿浄化

槽は除く。また共同住宅の共有スペースについては屋外排水設備として扱う。 

(２) 私道共同排水設備 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路及び同法施行前の道で

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条に規定する道路（以下「公道」という。）以外

の道路及び道に設置される排水設備とする。 

５ 排水設備の設置義務者 

公共下水道の供用が開始された場合、次に示す排水設備の設置義務者は、遅滞なく排水設備

を設置しなければならない。 

(１) 建築物の敷地である土地にあっては、当該建築物の所有者 

(２) 建築物の敷地でない土地にあっては、当該土地の所有者 

(３) 道路（道路法による道路をいう。）その他の公共施設（建築物を除く。）の敷地である土

地にあっては、当該公共施設を管理すべき者 

（下水道法第１０条） 

６ 排水設備の工事施工者 

排水設備は、法令及び本基準を遵守し適正に設置されないと、使用者の生活に悪影響を与え

るだけでなく、公共下水道施設の機能も充分発揮できないうえ、施設損傷の原因ともなる。 

したがって、排水設備の工事施工にあたっては、上下水道事業管理者がその工事に関し技能

を有する者として指定した川崎市排水設備指定工事店でなければ行ってはならない。 

（川崎市下水道条例第６条） 

７ 関係法令等の遵守 

排水設備の設置にあたっては、関係法令等を遵守し、円滑かつ適正な設置に努めなければな

らない。（第３章 関係法令等を参照） 

 

８ 用語の定義 

この基準における用語の意義は、次のとおりとする。 

(１) 下水 生活若しくは事業（耕作の事業を除く。）に起因し、若しくは附随する廃水（以下

「汚水」という。）又は雨水をいう。 

この下水を汚水と雨水に区分し例示すると、次のとおりとなる。 
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ア 汚水 

(ア) 水洗便所からの排水 

(イ) 台所、風呂場、洗面所、洗濯場からの排水 

(ウ) 屋外洗場などからの排水（周囲からの雨水の混入がないもの） 

(エ) 冷却水 

(オ) プール排水 

(カ) ドレン排水 

ＪＩＡ（日本ガス機器検査協会）認証機種の潜熱回収型ガス給湯器及び家庭用燃料電

池システムから発生するドレン排水については、雨水と同様の取り扱いをする。 

(キ) 地下構造物からの湧水 

(ク) 工場、事業場の生産活動により生じた排水 

(ケ) その他雨水以外の排水 

上記汚水のうち、雨水と同程度以上に清浄なものについては、公共下水道管理者等と

の協議により雨水と同様の取り扱いをする場合がある。 

イ 雨水 

(ア) 雨水 

(イ) 地下水（地表に流れ出てくる湧水） 

(ウ) 雪どけ水 

(エ) その他の自然水 

(２) 下水道 下水を排除するために設けられる排水管、排水きょ、その他の排水施設（かんが

い排水施設を除く。）、これに接続して下水を処理するために設けられる処理施設（し尿浄

化槽を除く。）又はこれらの施設を補完するために設けられるポンプ施設その他の施設の総

体をいう。 

(３) 公共下水道 主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地方公共団体が

管理する下水道で終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものであり、かつ、汚

水を排除すべき排水施設の相当部分が暗きょである構造のものをいう。 

(４) 都市下水路 主として市街地における下水を排除するために地方公共団体が管理している

下水道（公共下水道及び流域下水道を除く。）で、その規模が政令で定める規模以上のもの

であり、かつ、当該地方公共団体が下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２７条の規定に

より指定したものをいう。 

(５) 終末処理場 下水を最終的に処理して河川その他の公共の水域又は海域に放流するために

下水道の施設として設けられる処理施設及びこれを補完する施設をいう。 

(６) 排水区域 公共下水道により下水を排除することができる地域で、下水道法第９条第１項

の規定により公示された区域をいう。 
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(７) 処理区域 排水区域のうち排除された下水を終末処理場により処理することができる地域

で、下水道法第９条第２項において準用する同条第１項の規定により公示された区域をいう。 

(８) 排除方式 

ア 分流式下水道 汚水と雨水をそれぞれの別の管きょで排除する方式をいう。 

イ 合流式下水道 汚水と雨水を同一の管きょで排除する方式をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(９) 排水設備 土地の所有者、使用者又は占用者がその土地の下水を公共下水道に排除するた

めに設ける排水管、排水きょ、その他の排水施設をいう。 

(10) 除害施設 公共下水道若しくは流域下水道の施設の機能を妨げ、又は公共下水道若しくは

流域下水道の施設を損傷するおそれのある下水による障害を除去するための施設をいう。 

(11) 使用者 下水を公共下水道に排除し、これを使用する者をいう。 

(12) 排水汚水量 使用者が、公共下水道に排出した汚水の量をいう。 

(13) 放流水 公共下水道から河川その他の公共用水域又は海域に放流される水をいう。 

９ 使用材料、機器、器具等 

排水設備工事責任技術者は、使用材料、機器及び器具について、排水設備の長期的な機能確

保の観点から、経済性及び安全性を考慮し、公益社団法人日本下水道協会の認定工場制度によ

り品質が確保された製品を優先して選定する。 

認定工場制度による品質確認を受けていない製品については、次に掲げる事項のいずれかに

該当するものを選定する。 

(１) JIS（日本産業規格）、JAS（日本農林規格）、JWWA（日本水道協会規格）、JSWAS（日本下

水道協会規格）又はSHASE-S（空気調和・衛生工学会規格）のいずれかに適合しているもの 

(２) (１)と同等以上の性能及び互換性を有していることが、試験成績書その他資料により確認

できるもの 

 

    分流式下水道区域    合流式下水道区域 

    処理区域外 

 
川崎市内の排除方式 
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10 計画、設計及び施工 

計画、設計及び施工にあたっては、排水設備が、その機能を完全に発揮するよう、かつ、公

共下水道の施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのないよう確実に行うこと。特

に分流地域においては、雨水混入による汚水管きょへの負荷が増大し、下流地域や下水処理場

に多大な悪影響を及ぼすため、雨水、汚水を完全に分離した排水設備を設けること。 

11 品質及び施工管理 

工事の施工者は、出来形及び品質が、この基準に適合するよう施工順序に従い適正な品質及

び施工管理を行うこと。 

12 工事現場の管理 

施工者は、工事の施工に当たって、次の事項を遵守すること。 

(１) 騒音、振動、公共用水域の水質汚濁等、公害の防止に適切な措置を講ずるとともに、川崎

市公害防止等生活環境の保全に関する条例（平成１１年川崎市条例第５０号）及び施行規則

（平成１２年川崎市規則第１２８号）、その他の法令の規定を遵守して、公害防止に努める

こと。 

(２) 安全管理に必要な措置を常に講じ、工事関係者又は第三者に被害を及ぼさないよう、その

発生防止に努めること。 

(３) 使用材料、機械器具等の整理、整とん及び清掃を行い、事故防止に努めること。 

(４) 工事中は、火気に十分注意し、火災の発生防止に努めること。 

(５) 危険防止のための仮囲い、さく等適切な保安施設を施し、夜間にあっては注意灯を点じ、

常時点検するなど保安及び盗難防止に努めること。 

(６) 汚染又は損傷の恐れのある機材、設備等は、適切な保護養生を行うこと。 

(７) 工事中においての障害物件の取扱いについては、施主（設置者）及び関係者立会いのうえ、

その指示に従うこと。 

(８) 工事の完成に際しては、速やかに仮設物を撤去し、清掃及び跡片付けを行うこと。 

13 事故の措置 

工事施工中、他企業物件の損傷、人身事故又は第三者への損害等が発生した場合は、応急措

置を講ずるとともに、関係機関へ連絡してその指示に従い、事故の拡大防止に努めること。 

14 工事完成検査 

工事施工者は工事の完了した日から５日以内に完成届を提出し、本市の検査を受けること。 

（川崎市下水道条例第７条） 

15 排水設備の管理 

(１) 設置された排水設備の改築又は修繕は、これを設置すべき者が行う。 

(２) 設置された排水設備の清掃その他の維持は、当該土地の占有者が行う。 

（下水道法第１０条） 


























































































